
○村上市中小企業振興資金融資規程 

平成20年４月１日 

告示第77号 

（設置） 

第１条 本市は、市内中小企業者の金融を緩和し、その育成振興を図るため、村上市中小

企業振興資金（以下「振興資金」という。）を設置する。 

（取扱金融機関） 

第２条 資金の貸付けは、別表第１に定める金融機関（以下「取扱金融機関」という。）

が行うものとする。 

（資金の預託） 

第３条 本市は、予算の範囲内において融資に必要な資金を取扱金融機関へ預託する。た

だし、市外に所在する取扱金融機関へは預託しない。 

２ 融資の範囲拡大は、預託する金融機関と覚書を交換し、協力を得るものとする。 

（融資の種類、対象等） 

第４条 融資の種類、対象等は別表第２及び別表第３のとおりとし、融資条件は取扱金融

機関と協議の上、別に定める。 

２ 融資の責任は、交換する覚書に定めるもののほか、取扱金融機関が負うものとする。 

３ 融資手続及び返済方法は、取扱金融機関の一般融資手続及び償還方法の例による。 

（申込方法） 

第５条 貸付けを受けようとする者は、別に定める中小企業振興資金借入申込書を取扱金

融機関及び村上商工会議所、荒川神林商工会、朝日商工会又は山北商工会（以下「商工

会議所等」という。）を経由して市長に提出しなければならない。 

（融資の審査及び可否） 

第６条 振興資金の申込みに対する調査は、本市、取扱金融機関及び商工会議所等で行い、

融資可否の決定は、市長が行う。ただし、市長が特に必要と認めたときは、村上市制度

融資委員会（以下「委員会」という。）の議を経て可否を決定する。 

（貸付けの実行） 

第７条 取扱金融機関は、振興資金の貸付けに当たっては、市長及び委員会の決定を尊重

するものとする。 

２ 貸付金に係る債権管理及び回収その他の事務は、取扱金融機関の責任において行うも

のとする。 

３ 貸付手続及び償還方法は、取扱金融機関の一般業務の例による。 

（報告） 

第８条 市長は、必要があるときは、取扱金融機関に対し、報告を求めることができる。 

（融資条件の変更） 

第９条 この規程に定める融資にかかる融資条件の変更については、融資を受けている者

からの申込みがあった場合、別に定めるところにより行うことができる。 

（業務の委託） 

第10条 市長は、振興資金の運用に係る業務について、商工会議所等へ委託することがで

きる。 



附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、平成20年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規程の施行の日の前日までに、合併前の村上市中小企業振興資金融資規程（昭和

51年村上市規程第２号）、荒川町商工近代化資金融資規程（平成10年荒川町訓令第４号）、

朝日村中小企業振興特別対策資金貸付規程（平成５年朝日村規程第２号）又は山北町短

期融資資金貸付規程（平成５年山北町告示第24号）の規定によりなされた手続その他の

行為は、それぞれこの規程の相当規定によりなされたものとみなす。 

（融資期間の特例） 

３ 別表特別資金の部不況対策資金の款返済方法及び融資期間の欄の融資期間は、平成21

年４月１日から平成21年６月30日までに受理した申請に係る貸付に限り、「９年以内（１

年以内据置）」を「10年以内（１年以内据置）」とする。 

（融資期間の特例） 

４ 別表特別資金の部不況対策資金の款返済方法及び融資期間の欄の融資期間は、平成21

年７月１日から平成22年３月31日までに受理した申請に係る貸付に限り、「10年以内（１

年以内据置）」を「10年以内（２年以内据置）」とする。 

（融資期間の特例） 

５ 別表特別資金の部不況対策資金の款返済方法及び融資期間の欄の融資期間は、平成22

年４月１日から平成23年３月31日までに受理した申請に係る貸付に限り、「９年以内（１

年以内据置）」を「10年以内（２年以内据置）」とする。 

（融資期間の特例） 

６ 別表特別資金の部不況対策資金の款返済方法及び融資期間の欄の融資期間は、平成23

年４月１日から平成24年３月31日までに受理した申請に係る貸付に限り、「９年以内（１

年以内据置）」を「10年以内（１年以内据置）」とする。 

（融資期間の特例） 

７ 別表特別資金の部不況対策資金の款返済方法及び融資期間の欄の融資期間は、平成24

年４月１日から平成25年３月31日までに受理した申請に係る貸付に限り、「９年以内（１

年以内据置）」を「10年以内（１年以内据置）」とする。 

（融資期間の特例） 

８ 別表特別資金の部不況対策資金の款返済方法及び融資期間の欄の融資期間は、平成25

年４月１日から平成26年３月31日までに受理した申請に係る貸付に限り、「９年以内（１

年以内据置）」を「10年以内（１年以内据置）」とする。 

（融資期間の特例） 

９ 別表特別資金の部不況対策資金の款返済方法及び融資期間の欄の融資機関は、平成26

年４月１日から平成27年３月31日までに受理した申請に係る貸付に限り、「９年以内（１

年以内据置）」を「10年以内（１年以内据置）」とする。 

（融資期間の特例） 

10 別表第２特別資金の部不況対策資金の項返済方法及び融資期間の欄の融資期間は、平

成27年４月１日から平成28年３月31日までに受理した申請に係る貸付けに限り、「９年



以内（１年以内据置き）」を「10年以内（１年以内据置き）」とする。 

（融資期間の特例） 

11 別表第２特別資金の部不況対策資金の項返済方法及び融資期間の欄の融資期間は、平

成28年４月１日から平成29年３月31日までに受理した申請に係る貸付けに限り、「９年

以内（１年以内据置き）」を「10年以内（１年以内据置き）」とする。 

（融資期間の特例） 

12 別表第２特別資金の部不況対策資金の項返済方法及び融資期間の欄の融資期間は、平

成29年４月１日から平成30年３月31日までに受理した申請に係る貸付けに限り、「９年

以内（１年以内据置き）」を「10年以内（１年以内据置き）」とする。 

（融資期間の特例） 

13 別表第２特別資金の部不況対策資金の項返済方法及び融資期間の欄の融資期間は、平

成30年４月１日から平成31年３月31日までに受理した申請に係る貸付けに限り、「９年

以内（１年以内据置き）」を「10年以内（１年以内据置き）」とする。 

附 則（平成20年８月11日告示第227号） 

（施行期日） 

１ この規程は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規程の施行の日前に貸付けしたものについては、なお従前の例による。 

附 則（平成20年11月17日告示第342号） 

（施行期日） 

１ この規程は、平成20年11月17日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規程の施行の日前に貸付けしたものについては、なお従前の例による。 

附 則（平成21年３月26日告示第114号） 

この規程は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年６月23日告示第306号） 

この規程は、平成21年７月１日から施行する。 

附 則（平成21年９月８日告示第476号） 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（平成22年３月31日告示第181号） 

この規程は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則（平成22年５月19日告示第242号） 

この規程は、平成22年６月１日から施行する。 

附 則（平成23年３月31日告示第134号） 

この規程は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年６月10日告示第250号） 

この規程は、平成23年６月14日から施行する。 

附 則（平成24年３月30日告示第196号） 

この規程は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年３月18日告示第94号） 



この規程は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年３月26日告示第116号） 

この規程は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年３月30日告示第115号） 

この規程は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年５月29日告示第252号） 

この規程は、平成27年６月１日から施行する。 

附 則（平成28年３月31日告示第222号） 

この規程は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年６月20日告示第359号） 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（平成29年３月29日告示第130号） 

（施行期日） 

１ この規程は、平成29年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規程による改正前の村上市中小企業振興資金融資規程の規定により融資された資

金については、この規程による改正後の村上市中小企業振興資金融資規程の規定に関わ

らず、なお従前の例による。 

附 則（平成30年３月23日告示第94号） 

この規程は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則（平成31年３月18日告示第105号） 

（施行期日） 

１ この規程は、平成31年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規程による改正前の村上市中小企業振興資金融資規程の規定により融資された資

金については、この規程による改正後の村上市中小企業振興資金融資規程の規定に関わ

らず、なお従前の例による。 

附 則（令和３年１月１日告示第457号） 

この規程は、令和３年１月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月31日告示第140号） 

この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年３月13日告示第84号） 

この規程は、公布の日から施行する。ただし、第５条の改正規定は、令和７年４月１日

から施行する。 

附 則（令和８年３月２日告示第67号） 

（施行期日） 

１ この規程は、令和８年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ 改正後の村上市中小企業振興資金融資規程は、令和８年４月１日以後に実行される融

資に適用し、令和８年３月31日までに実行されたものについては、なお従前の例による。 



別表第１（第２条関係） 

金融機関名 

村上信用金庫本店 

村上信用金庫駅前支店 

村上信用金庫岩船支店 

村上信用金庫東支店 

村上信用金庫荒川支店 

村上信用金庫府屋支店 

株式会社きらやか銀行村上支店 

株式会社大光銀行村上支店 

株式会社第四北越銀行村上支店 

株式会社第四北越銀行岩船支店 

株式会社第四北越銀行坂町支店 

株式会社第四北越銀行山北支店 

株式会社第四北越銀行村上中央支店 

新潟縣信用組合荒川支店 

株式会社きらやか銀行温海支店（鶴岡中央支店） 

別表第２（第４条関係） 

融資の種類 融資の対

象 

融資限度

額 

返済方法及び融資期

間 

連帯保証

人及び担

保 

資金使途 

一般資金 市内に事

業所を有

し、中小企

業信用保

険法（昭和

25年法律

第264号）

第2条第1

項第1号か

ら第6号に

規定する

者であっ

て、かつ、

2,500万円

以内（ただ

し、旧村上

市地方産

業育成資

金による

既往借入

金がある

場合は、そ

の金額も

含んだ額

とする。） 

割賦返済 10年以内

（1年以内

据置） 

金融機関

の定めに

よる。 

運転資金 

設備資金 

一括返済 6月以内 



市税の滞

納がない

者 

特別資

金 

施設整

備資金 

中小企業

信用保険

法第2条第

1項第1号

から第6号

に規定す

る者のう

ち、市内の

卸売業、小

売業及び

サービス

業者で6月

以上その

事業を営

んでいる

者であっ

て、かつ、

市税の滞

納がない

者 

1,250万円

以内 

割賦返済 10年以内

（1年以内

据置） 

店舗及び

製造場所

の新築、増

築及び改

築のため

の設備資

金 

設備整

備資金 

中小企業

信用保険

法第2条第

1項第1号

から第6号

に規定す

る者で市

内で6月以

上、その事

業を営ん

でいる者

であって、

かつ、市税

の滞納が

ない者 

1,250万円

以内 

割賦返済 10年以内

（1年以内

据置） 

生産等の

効率を高

める機械

又は設備

を新設若

しくは更

新するた

めの設備

資金 



経営支

援資金 

中小企業

信用保険

法第2条第

1項第1号

から第6号

に規定す

る者で市

内に事業

所を有し、

次のいず

れかに該

当する者

であって、

かつ、市税

の滞納が

ない者又

は市税分

納誓約書

を提出し、

市長及び

保証協会

が認めた

者 

(1) 中小

企業信

用保険

法第2条

第5項第

5号又は

委員会

で不況

企業と

認定さ

れた者 

(2) 最近

3箇月間

の売上

高、売上

総利益、

運転資金

1,500万円

以内 

設備資金

1,875万円

以内 

割賦返済 10年以内

（1年以内

据置） 

運転資金 

設備資金 

一括返済 1年以内 



売上総

利益率、

営業利

益、営業

利益率

のいず

れかの

平均が

過去3年

間のい

ずれか

の年の

同期と

比較し

て5％以

上減少

してい

る者 

創業支

援資金 

市内に住

所を有し、

市税の滞

納がない

者で次の

いずれか

に該当す

る者 

(1) 1箇

月以内

に事業

開始の

計画を

有する

者 

(2) 2箇

月以内

に新た

に会社

を設立

し事業

運転資金

600万円以

内 

設備資金

1,250万円

以内 

併用限度

額1,250万

円以内 

割賦返済 運転資金7

年以内（1

年以内据

置） 

設備資金

10年以内

（1年以内

据置） 

運転資金 

設備資金 



を開始

する計

画を有

する者 

(3) 中小

企業信

用保険

法第2条

第1項第

1号から

第6号に

規定す

る者で

創業後、

5年を経

過して

いない

者（法人

成りに

より事

業の全

部又は

一部を

当該設

立会社

に承継

させる

場合、そ

の事業

開始後、

5年を経

過して

いない

者を含

む。） 

別表第３（第４条関係） 

融資の種類 貸付利率 

一般資金 5年以内 



信用保証付き 責任共有対象外 年1.85％ 

責任共有対象 年2.05％ 

信用保証なし  年2.35％ 

5年超10年以内 

信用保証付き 責任共有対象外 年1.95％ 

責任共有対象 年2.15％ 

信用保証なし 年2.45％  

特別資

金 

施設整

備資金 

信用保証付き 責任共有対象外 年1.70％ 

責任共有対象 年1.90％ 

信用保証なし  年2.20％ 

設備整

備資金 

信用保証付き 責任共有対象外 年1.70％ 

責任共有対象 年1.90％ 

信用保証なし  年2.20％ 

経営支

援資金 

信用保証付き 5年以内 年1.60％ 

5年超7年以内 年1.70％ 

7年超10年以内 年1.90％ 

信用保証なし 5年以内 年1.95％ 

5年超7年以内 年2.05％ 

7年超10年以内 年2.25％ 

創業支

援資金 

信用保証付き 5年以内 年1.65％ 

5年超7年以内 年1.75％ 

7年超10年以内 年1.95％ 

信用保証なし 5年以内 年2.15％ 

5年超7年以内 年2.25％ 

7年超10年以内 年2.45％ 

 


